
事業概要一覧 【様式２】
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コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。実施内容

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

改善する余地がある

7,696

改善する余地がある

実施手法

所管局 子ども青少年局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

工事請負費 25,035 2,762 0
青少年センター・青少年の家については、施
設の利用予約を行う際、窓口にて受付を
行っている。今後、新型コロナウィルス感染
症拡大防止や施設利用者の利便性の向上
を図るため、オンライン予約システム等の導
入やキャッシュレス化の検討を進める。

補助金 その他 11,212 16,244 0

負担金 人件費(b) 3,280 3,240 3,280

総コスト(a)+(b) 131,873 114,392 100,271

子
ど
も
育
成
課

青少年センター・青少
年の家管理運営事業

E
 

指
定
管
理
施
設
管
理
運
営
事
業

直接実施
青少年の諸活動の推進等により、仲間づくりと
自主的活動を通して創造性や社会性を養い、
青少年の心身の健全な育成を図る。
・青少年の諸活動に対する貸館及び学習の場
の提供
・学習、スポーツ、文化・レクリエーション活動等
の事業実施
・市民の生涯学習の場としても利用可

事業費(a) 128,593 111,152 96,991

指定管理
主
な
内
訳

指定管理料 92,346 92,146 96,991

委託

改善する余地がない

委託 工事請負費 97 19,738 0

理
由
・
説
明

宿泊施設の安全管理のため、利用者数を半
数程度にするなど、利用者数の制限しなが
ら事業実施。また、新型コロナウィルス感染
症拡大防止や施設利用者の利便性の向上
を図るため、キャッシュレス化の検討を進め
る。
月１回の連絡調整会議では、長距離移動と
なることから、テレビ会議等での対応も検討
する。

補助金 その他 5,556 5,365 2,527

負担金 人件費(b) 4,100 4,050

子ども青少年が、日高の豊かな自然の中で、
集団生活や海洋プログラムを行うことにより、
自立心・協調性・豊かな情操や心身の健全な
育成を図る。
集団生活を行いながら海水浴、カヌー、カヤッ
ク、磯観察、シュノーケリング、釣り、ハイキン
グ、野外炊さん、キャンプファイヤー等の体験
活動を実施する。

事業費(a) 60,153 80,108 58,037

4,100

総コスト(a)+(b) 64,253 84,158 62,137

子
ど
も
育
成
課

青少年教育一般管理
（整備）

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

青少年施設の運営は、指定管理制度導入によ
り事業実施を行っている。施設の修繕及び整
備について、大規模なものは計画的に行って
いく。
青少年の家の体育室の解体及び新築工事を
R2年度から令和3年度にかけて実施する。

事業費(a) ― ― 178,046

1,180

総コスト(a)+(b) ― ― 179,226

指定管理
主
な
内
訳

指定管理料 54,500 55,005 55,510
子
ど
も
育
成
課

日高少年自然の家管
理運営事業

E
 

指
定
管
理
施
設
管
理
運
営
事
業

直接実施

改善する余地がある

指定管理 主
な
内
訳

工事請負費 164,860 改善する余地がない

委託 委託料 5,490
理
由
・
説
明

施設の維持に必要な改修工事にな
るため、今後の施設運営には必須
となる経費であるため。

補助金 その他

負担金 人件費(b) ― ―

改善する余地がない

委託 役務費 72 56 111
理
由
・
説
明

障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第
五十八条に基づく医療費の支給で
あるため。

補助金 需用費 39 36 48

負担金 人件費(b) 3,171 2,793

指定医療機関において治療する児童（保護者）
に対し、障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律に基づく医療費の
支給を行う。

事業費(a) 26,409 38,926 33,162

2,657

総コスト(a)+(b) 29,580 41,719 35,819

指定管理 主
な
内
訳

扶助費 26,298 38,835 33,003子
ど
も
育
成
課

自立支援医療費（育
成医療）支給事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

所管局 子ども青少年局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

■ □

□ ■

□

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

□ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

子
ど
も
育
成
課

環境保健サーベイラ
ンス調査受託事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

環境省が大気汚染と健康状態の関係を観察す
るため、調査対象地域自治体へ委託し、調査
を実施。

事業費(a) 971 960 1,160

164

総コスト(a)+(b) 1,135 1,203 1,324

43 47 59

改善する余地がある

子
ど
も
育
成
課

養育医療給付事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

指定医療機関において入院治療する低出生体
重児等に対し母子保健法に基づく医療給付を
行う。

事業費(a) 65,063 57,717 49,455

2,120

総コスト(a)+(b) 68,713 61,067 51,575

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

扶助費 64,968 57,618 49,303 改善する余地がない

委託 役務費 51 53 93
理
由
・
説
明

母子保健法第二十条に基づく医療
の給付であるため。

補助金

負担金 人件費(b) 3,650 3,350

改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

児童福祉法第二十条に基づく給付
であるため。

補助金

負担金 人件費(b) 0 0

指定医療機関において結核の入院治療する児
童に対し児童福祉法に基づく医療給付等を行
う。

事業費(a) 0 0 82

0

総コスト(a)+(b) 0 0 82

子
ど
も
育
成
課

先天性代謝異常等検
査事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

フェニールケトン尿症等の先天性代謝異常など
の早期発見・早期治療を目的に新生児に対す
る血液検査を実施。

事業費(a) 12,956 13,382 14,524

781

総コスト(a)+(b) 14,115 14,196 15,305

指定管理
主
な
内
訳

扶助費 0 0 82子
ど
も
育
成
課

結核児童療育給付事
業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託料 12,575 12,915 13,886 改善する余地がない

委託 需用費 372 457 625
理
由
・
説
明

先天性代謝異常等を早期に発見
し、早期に治療を行うため、全国的
に実施されている検査であるため。

補助金 役務費 7 10 11

負担金 人件費(b) 1,159 814

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

報償費 766 746 878 改善する余地がない

委託 役務費 73 80 105
理
由
・
説
明

国からの受託事業による調査であ
り、継続的な調査を求められてい
る。

補助金 旅費 97 98 98

負担金 人件費(b) 164 243
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

所管局 子ども青少年局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
所
属 事務事業名
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□ ■

□
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□ ■

□

□
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□ ■
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□

□

□

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

貸付金 201,622 189,764 181,964 改善する余地がない

委託 事務費 8,404 8,481 9,897
理
由
・
説
明

コロナにより収入減となった世帯が
貸付を必要としているため。

補助金

負担金 人件費(b) 23,800 23,800 24,500

総コスト(a)+(b) 233,826 222,045 216,361

需用費等 801 633 1,036

負担金 人件費(b) 88,130 87,330 97,250

総コスト(a)+(b) 4,184,375 5,116,445 4,204,965

子
ど
も
家
庭
課

母子父子寡婦福祉資
金貸付金事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

母子家庭の母、父子家庭の父または寡婦に対
し、その生活の安定と向上のために必要な貸
付を行うもの。

事業費(a) 210,026 198,245 191,861

66,500 68,100

総コスト(a)+(b) 13,488,990 13,142,333 12,908,961

子
ど
も
家
庭
課

児童扶養手当事務

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施
児童扶養手当の支給（所得制限あり）。児童1人目
43,160円～10,180円。2人目10,190円～5,100円。3人
目以降6,110円～3,060円（いずれも受給者の所得に
より支給額は異なる）。なお、所得制限以上の場合
は、全部支給停止となる。
ここでいう児童とは、18歳に達する以後の最初の3月
31日までの児童をいい、児童に政令で定める程度の
障害がある場合は、20歳未満の児童をいう。

事業費(a) 4,096,245 5,029,115 4,107,715 改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

扶助費 4,095,012 5,027,906 4,106,103 改善する余地がない

委託 役務費 432 576 576
理
由
・
説
明

法定受託事務のため
補助金

子
ど
も
家
庭
課

児童手当事務

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施
対象者に児童手当を支給する。
＜支給月額（児童１人あたり）＞
０歳～３歳未満　一律　１５,０００円
３歳以上～小学生
　　第１子、第２子 　    １０,０００円
　　第３子以降　         １５,０００円
中学生　一律　          １０,０００円
所得制限以上世帯　     ５,０００円

事業費(a) 13,421,690 13,075,833 12,840,861 改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

扶助費 13,415,105 13,068,735 12,831,330 改善する余地がない

委託 需用費、役務費 540 743 1,531
理
由
・
説
明

法定受託事務のため。
補助金 委託料 6,045 6,355 8,000

負担金 人件費(b) 67,300

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

扶助費 101,443 101,508 123,642 改善する余地がない

委託 需用費、役務費 0 45 100
理
由
・
説
明

法定受託事務のため。
補助金

負担金 人件費(b) 9,720 9,630 9,520

総コスト(a)+(b) 111,163 111,183 133,262

子
ど
も
家
庭
課

助産施設入所措置事
業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施
児童福祉法第２２条において、都道府県、市及
び福祉事務所を設置する町村(以下「都道府県
等」という。)は、それぞれその設置する福祉事
務所の所管区域内における妊産婦が、保健上
必要があるにもかかわらず、経済的理由によ
り、入院助産を受けることができない場合にお
いて、その妊産婦から申込みがあったとき、助
産に係る費用を支弁する。

事業費(a) 101,443 101,553 123,742
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

所管局 子ども青少年局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

□ □

□ ■

■

■

■

□ ■

□ □

□

■

□

□ □

□ ■

□

□

■

□ □

■ ■

□

□

□

713,169 699,210 659,468

子
ど
も
家
庭
課

こどもリハビリテーショ
ンセンター管理運営
事業

E
 

指
定
管
理
施
設
管
理
運
営
事
業

直接実施

心身に障害のある児童及びその疑いのある児
童の早期療育支援を行うことにより、その児童
の豊かな発達と自立を促し、地域社会の中で
生き生きとした暮らしが送れるよう家族も含め
総合的に援助する。

事業費(a) 709,069 695,110 655,368 改善する余地がある

指定管理

主
な
内
訳

委託料 673,994 688,269 646,645 改善する余地がない

委託 工事費 10,229 2,944 4,000

理
由
・
説
明

障害児通所支援事業所等は休業
要請の対象外であり、事業所での
支援ができない場合も代替サービ
スの提供が可能となっている。

補助金 備品購入費 9,745 714 825

負担金 その他委託料 13,992 1,168 647,191

人件費(b) 4,100 4,100 4,100

総コスト(a)+(b)

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

需用費 257 859 1,540 改善する余地がない

委託 通信運搬費 67 94 101
理
由
・
説
明

障害児通所支援事業所等は休業
要請の対象外であり、事業所での
支援ができない場合も代替サービ
スの提供が可能となっている。

補助金 扶助費 3,503,215 3,741,640 4,058,258

負担金 人件費(b) 12,350 12,250 12,250

総コスト(a)+(b) 3,524,425 3,763,222 4,081,457

負担金 人件費(b) 820 810 810

総コスト(a)+(b) 98,018 54,412 8,810

子
ど
も
家
庭
課

障害児措置給付事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

障害児施設等に入所又は通所する障害児に
必要な指導や援助、治療を行う。また、重症心
身障害児の処遇向上を図るため、民間の施設
に対し、特別介護加算費を支給する。

事業費(a) 3,512,075 3,750,972 4,069,207

5,490 5,610

総コスト(a)+(b) 164,401 154,445 161,583

子
ど
も
家
庭
課

社会的養護体制整備
事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

社会的養護を必要とする子どもたちが、できる
限り良好な家庭的環境で養育されるように、
ファミリホームの設置にかかる経費の補助や、
児童養護施設の小規模化・地域分散化及び支
援機能の高度化・多機能化の整備に係る経費
を補助する。

事業費(a) 97,198 53,602 8,000 改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

補助金 97,198 53,602 8,000 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

職員が感染症対策の徹底を図りな
がら業務を継続的に実施していくた
めに必要な経費（研修受講、かかり
増し経費等）を対象事業に加える。

補助金

子
ど
も
家
庭
課

母子生活支援施設措
置等事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

保健福祉総合センターに入所申込のあった要
入所世帯について、母子生活支援施設への入
所勧奨及び入所により保護し、親子での安定・
安心して生活できる環境を整える。

事業費(a) 158,881 148,955 155,973 改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

扶助費 9,770 5,465 6,696 改善する余地がない

委託 委託料 145,752 139,431 145,918
理
由
・
説
明

感染拡大による負担の増加から虐
待等が増加し、入所を必要とする

事案も増加すると見込まれるため。

補助金 補助金 3,359 4,059 3,359

負担金 人件費(b) 5,520
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

所管局 子ども青少年局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

□ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

□

■

□

□ ■

□ □

■

□

□

□ □

□ ■

□

□

■

子
ど
も
家
庭
課

子ども家庭情報シス
テム管理事務

C
 

内
部
管
理
事
業

直接実施

子育て支援情報（子ども・子育て支援制度、児
童手当、児童扶養手当、児童相談、母子父子
寡婦福祉資金貸付および償還、就園奨励幼児
補助金）システムおよびデータを住民情報等と
連携、統括管理し、ネットワークを経由して、本
庁（子ども家庭課等）と各区役所子育て支援課
を結ぶクライアント・サーバーシステムである。

事業費(a) 41,976 75,977 27,010

子
ど
も
家
庭
課

児童養護施設等運営
助成事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

厚生労働省の定める基準に基づき、児童福祉
施設の運営に必要な職員の人件費その他事
務の執行に伴う諸経費及び入所児童等に直接
必要な生活費等を支弁する。

事業費(a) 1,625,495 1,624,174 1,786,484

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託料 41,479 75,933 27,010 改善する余地がない

委託 賃借料 415 44 0
理
由
・
説
明

新型コロナウイルス感染症の発生
に伴い、臨時的な特別給付金の支
給が可能なシステム改修の必要が
ある。

補助金 報償費 82 0 0

負担金 人件費(b) 8,200 8,100 8,100

総コスト(a)+(b) 50,176 84,077 35,110

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

扶助費 1,608,789 1,605,417 1,757,461 改善する余地がない

委託 負担金補助及び交付金 16,342 18,397 28,614
理
由
・
説
明

本事業は国の定める基準に基づき
実施しており、新型コロナウイルス
の対応についても国の基準に基づ
き実施しているため。

補助金 役務費 364 360 408

負担金 人件費(b) 9,040 9,040 8,970

総コスト(a)+(b) 1,634,535 1,633,214 1,795,454

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託料 142,741 124,193 133,467 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

本事業は国の定める基準に基づき
実施しており、新型コロナウイルス
の対応についても国の基準に基づ
き実施しているため。

補助金

負担金 人件費(b) 820 810 810

総コスト(a)+(b) 143,561 125,003 134,277

子
ど
も
家
庭
課

児童自立支援施設措
置委託事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

大阪府立児童自立支援施設の事務委託につ
いて協議書を交し、協定人員（入所可能児童
数）を定め、大阪府立児童自立支援施設への
入所措置等を実施している。事務委託に関す
る費用については、利用者数に応じて負担す
る。

事業費(a) 142,741 124,193 133,467

直接実施

指定管理

委託

補助金

負担金

B
 

法
定
義
務
等
事
業

法律に基づく給付のため

13,463,858

1,462 1,184 2,200

15,204,101
本市居住の小学校就学前の子ども及びその保
護者が、市内の民間認定こども園、新制度下
の私立幼稚園の利用を希望する場合、利用施
設との連携に努め、利用に要した費用を施設
に支払う。

16,400

総コスト(a)+(b) 13,480,258 15,221,485 17,058,067

17,039,467

人件費(b) 16,400 16,200

過年度還付給付費

事業費(a) 改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

幼
保
推
進
課

民間認定こども園・幼
稚園運営事業

15,205,285 17,041,667

主
な
内
訳

給付費 13,462,396
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

所管局 子ども青少年局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

□ □

□ ■

■

□

□

□ □

□ ■

□

■

■

□ □

□ ■

■

□

■

■ □

□ ■

□

□

□

B
 

法
定
義
務
等
事
業

理
由
・
説
明

法律に基づく給付のため

2,440,992 2,377,642

事業費(a)

2,430

直接実施

指定管理

委託

補助金

負担金 人件費(b) 2,460 2,460

改善する余地がある

改善する余地がない2,517,669
幼
保
推
進
課

民間保育所保育実施
委託事業

総コスト(a)+(b) 2,520,129 2,443,422 2,380,102

2,517,669 2,440,992 2,377,642

主
な
内
訳

委託料

保育所運営事業を社会福祉法人、株式会社を
主体とした民間保育所へ委託しており、民間保
育所の保育の実施に要する費用を施設に支払
う。

負担金 人件費(b) 6,560 6,480

幼
保
推
進
課

地域型保育事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

本市居住の小学校就学前の子ども及びその保
護者が、市内の小規模保育事業、事業所内保
育事業、家庭的保育事業の利用を希望する場
合、利用施設との連携に努め、利用に要した費
用を施設に支払う。

事業費(a) 1,911,862 2,295,825 3,180,283

6,560

総コスト(a)+(b) 1,918,422 2,302,305 3,186,843

幼
保
推
進
課

市外認定こども園・保
育所等利用事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

本市居住の小学校就学前の子ども及びその保
護者が、堺市以外の市町村の認定こども園及
び保育所等の利用を希望する場合、関係市町
村及び入所施設との連携に努め、利用に要し
た費用を施設に支払う。

事業費(a) 212,268 220,876 223,064

4,100

総コスト(a)+(b) 216,368 224,926 227,164

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

給付費 1,848,288 2,225,536 3,066,668 改善する余地がない

委託 補助金 63,574 70,289 113,615
理
由
・
説
明

法律に基づく給付のため
補助金

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

給付費 191,528 199,889 201,889 改善する余地がない

委託 委託料 20,740 20,987 21,175
理
由
・
説
明

法律に基づく給付のため
補助金

負担金 人件費(b) 4,100 4,050

3,023 2,566 2,664

負担金 人件費(b) 6,560 7,080

幼
保
推
進
課

私立幼稚園幼児教育
振興事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

私立幼稚園及び私立幼稚園に在籍する幼児
の保護者に補助金を交付し、費用負担の軽減
を図る。

事業費(a) 1,109,888 548,898 32,950

8,200

総コスト(a)+(b) 1,116,448 555,978 41,150

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

就園奨励費補助金 1,005,509 491,672 0 改善する余地がない

委託 幼児補助金 101,356 54,660 30,286
理
由
・
説
明

法律に基づく給付のため
補助金

幼児健康管理事業
補助金
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

所管局 子ども青少年局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

□ □

□ ■

□

□

■

□ □

□ ■

□

□

■

□ □

□ ■

■

□

□

■ ■

□ □

□

□

□

幼
保
推
進
課

幼児教育・保育無償
化事業（施設等利用
給付）（教育費）

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施

本市居住の小学校就学前の子どもが私学助
成幼稚園を利用した場合、利用料の無償化を
行う（上限あり）。

事業費(a) － 879,563 1,808,304

16,400

総コスト(a)+(b) － 890,963 1,824,704

1,808,304 改善する余地がない

委託 879,563 1,808,304
理
由
・
説
明

法律に基づく給付のため
補助金

負担金 人件費(b) － 11,400

879,563

幼
保
推
進
課

幼児教育・保育無償
化事業（施設等利用
給付）（民生費）

B
 

法
定
義
務
等
事
業

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託料 4,000 3,986 3,960 改善する余地がない

委託

委託 68,135 524,987
理
由
・
説
明

法律に基づく給付のため
補助金

負担金 人件費(b) － 24,300

直接実施

本市居住の小学校就学前の子どものうち、保
育の必要性の認定を受けた３～５歳児、市町
村民税非課税世帯の０～２歳児が預かり保育
事業、認可外保育施設などを利用した場合、利
用料の無償化を行う（上限あり）。

事業費(a) －

幼児教育・保育にか
かる研修事業

B
 

法
定
義
務
等
事
業

直接実施 　平成３０年度に改訂された幼保連携型認定こども園教育・
保育要領、保育所保育指針、幼稚園教育要領では「幼児
期において育みたい資質能力の整理と評価の在り方」「幼
児期の終わりまでに育ってほしい姿の明確化」などを反映
させることとなった。
　幼保連携型認定こども園をはじめとする市内の特定教
育・保育施設への調査及び研究を通して、本市の特定教
育・保育施設において適切に「幼児期において育みたい資
質能力の整理と評価の在り方」や「新しい幼児教育・保育
の取り組み方法」などを報告書にまとめる。
　・本市の特定教育・保育施設への調査及び実践研究：年
間で数回実施
　・調査及び研究報告書の作成：3月

事業費(a) 4,000 3,986 3,960

1,790

総コスト(a)+(b) 5,690 5,686 5,750

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

給付費

68,135 524,987

32,800

総コスト(a)+(b) － 92,435 557,787

68,135 524,987 改善する余地がない

幼
保
運
営
課

公立認定こども園運
営事業

C
 

内
部
管
理
事
業

直接実施

公立こども園の管理、運営。こども園を利用す
る園児に対し良質な教育・保育の提供を行うと
ともに、積極的に要配慮児童を受け入れ、適切
な教育・保育を提供する。また、保育教諭等の
豊富な経験を活用し、公立こども園が有する機
能を十分に活かして園庭開放、育児相談など
地域の子育て家庭への支援を実施する。

事業費(a) 3,604,547 3,369,582 3,785,924

40,390

総コスト(a)+(b) 3,640,647 3,405,332 3,826,314

補助金

負担金 人件費(b) 1,690 1,700

388,749 367,390 393,478

幼
保
運
営
課

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

給料 1,155,085 1,105,813 1,260,673 改善する余地がない

委託 報酬・賃金 1,073,566 1,046,655 1,113,254
理
由
・
説
明

新型コロナ等災害発生時にも安全
安心な環境を提供できるよう人員
の確保や消耗品をストックするなど
平常時から災害対応を想定した準
備を進める。

補助金 需用費

負担金 人件費(b) 36,100 35,750

理
由
・
説
明

新しい施設の創設や保育士等の不足、経験
年数の浅い保育者の増加等の影響もあり、
保育の質が課題となっているため、幼児教
育・保育の最新知見や先進的な実践など
を、公民の就学前教育・保育施設が合同で
研究・研修を実施することは不可欠である。

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

給付費
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